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１．病院跡地活用検討について
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１-１．病院跡地活用基本構想策定の状況

令和7年度に病院跡地活用基本構想を策定することを目指して検討を進めています

１．病院跡地活用検討について

■ 検討に向けた取り組み

市民病院跡地活用に関する基本構想策定 ＜令和６年度～７年度＞

①多様な市民意見を反映

②地域活性化に寄与

③市が抱える課題を解決

＜基本構想策定にあたっての視点＞

④公共施設の適正配置

⑤市の財政状況に合った持続可能な跡地活用

⑥新たな価値の創造に向けた官民連携の可能性を検討
基本構想内で導入施設の規模や機能、
ゾーニング、スケジュール、予算等を
明らかにしていくため、現時点で詳細
は未定です。

■ 基本構想策定の流れ（想定）

①現況把握・整理

藤井寺市の施策課題
の整理・分析

周辺地域・敷地条件
の整理

②基本方針・
コンセプト

③導入機能・規模・
事業費の検討

④事業化に向けた検討

跡地活用の基本方針
の設定など

施設の機能や規模、
概算事業費、財源確
保手法の検討など

事業手法やスケ
ジュールの整理、財
政への影響分析など 病院跡地活用

基本構想

外部委員
有識者、関係団体、
公募市民

市民・団体

意見

・説明会
・パブリック

コメント
など

情報提供など

市民・団体ニーズの
把握

市民病院
跡地?
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１．病院跡地活用検討について

■ 現在の進捗

①現況把握・整理

藤井寺市の施策課題
の整理・分析

③導入機能・規模・
事業費の検討

④事業化に向けた検討

施設の機能や規模、
概算事業費、財源確
保手法の検討など

事業手法やスケ
ジュールの整理、財
政への影響分析など 病院跡地活用

基本構想

外部委員
有識者、関係団体、
公募市民

意見

・説明会
・パブリック

コメント
など

情報提供など

市民・団体ニーズの
把握

市民・団体
周辺地域・敷地条件
の整理

■ 実施済の取り組み（市民・団体ニーズの把握）
実施時期 対象者 内容 実施の目的

Ｒ6.6.1～6.21 市民等 アンケート調査 跡地活用の方向性等について広く意見を聴収

R6.8.27
道明寺駅周辺
まち整備協議会

懇談会
道明寺エリアのまちづくりの観点から、課題や跡地に求める機能について意
見を交換

R6.9.17～10.4
無作為抽出した18歳以上

の市民3,000人
アンケート調査 具体的な施設機能に関する意見を聴取

R6.10.5
R6.10.19
R6.11.2

市内在住、在勤、在学
約30名

ワークショップ
（第１回）座学とまち歩きを通して跡地周辺の現状や課題について意見交換
（第２回）跡地活用のコンセプトについて意見交換
（第３回）跡地に必要な施設・機能について意見交換

１-２．病院跡地活用基本構想策定の状況

市民・団体ニーズや市の課題を整理した上で跡地活用の基本方針を検討しています

②基本方針・
コンセプト

跡地活用の基本方針
の設定など
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１-３．病院跡地活用基本構想策定体制と藤井寺市病院跡地活用検討委員会の役割について

藤井寺市病院跡地活用検討委員会にご意見を頂きながら基本構想の策定を進めます

１．病院跡地活用検討について

【附属機関】藤井寺市病院跡地活用検討委員会

＜役割＞病院跡地活用基本構想策定にあたり、学識経験者や関係団体などの各
知見により、整備案に対して審査、審議、調査等を行う。

政策企画部 政策推進室 FM推進課

市長
（庁議）

藤井寺市公共施設
マネジメント推進本部

市長、副市長、教育長を
含む庁議メンバー

報告 協議

報告 協議

諮問 答申

藤井寺市病院跡地活用検討部会（案）

跡地活用の方針に関連する部署により構成する

藤井寺市公有財産
有効活用検討委員会

市長を除く庁議メンバー

報告 指示

設置
予定

議会

報 告

意 見

市民
・

団体

団体代表者
公募市民 など

情報提供
意見・提案

情報提供
アンケート
説明会
ワークショップ
パブコメ など

意見・提案
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１-４．対象敷地・建物の現況

市民病院跡地は、藤井寺市の南東地域に位置しています
周辺には、幼稚園や小学校、商店街、道明寺駅、道明寺天満宮などが立地しています

１．病院跡地活用検討について

出所：地図で見る統計（jSTAT MAP）

道明寺駅

市民病院・
医師公舎跡地

藤井寺駅 土師ノ里駅

：藤井寺市域

N

市民病院跡地

道明寺南
幼稚園

道明寺
天満宮

道明寺南
小学校

道明寺駅

道明寺
会館

道明寺

N

道明寺天神
通り商店街

：半径300m圏内

医師公舎
跡地
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①
②③④

⑤

⑦⑥ ⑧ ⑨
⑩

⑪

⑭ ⑮

⑫

⑬⑯
⑰

N

藤井寺市民病院跡地

医師公舎跡地

8 出所：地図で見る統計（jSTAT MAP）

①北側道路②③④西側道路⑤

⑥⑦⑧⑨南側道路⑩東側道路

⑪道明寺天満宮⑭マンション

⑮石川

⑫カフェ⑬道明寺南幼稚園

⑯道明寺南小学校⑰医師公舎

（参考）対象用地の周辺環境
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１-５．対象用地の概要

対象用地は、市民病院跡地と医師公舎跡地があります

１．病院跡地活用検討について

①藤井寺市民病院跡地

②医師公舎跡地

項目 ①藤井寺市民病院跡地 ②医師公舎跡地

所在地 藤井寺市道明寺2-7-3 藤井寺市道明寺4-2-12

対象地
の敷地面積

4,170.56㎡ 391.35㎡

用途地域
第1種中高層住居専用地域
（一部近隣商業地域）

第1種中高層住居専用地域

建ぺい率／
容積率

60％／200％ 60％／200％

その他の
地域地区

準防火地域 準防火地域

ハザードマップ
による浸水想
定

5.0m以上10.0m未満 5.0m以上10.0m未満

出所：地図で見る統計（jSTAT MAP）
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１-６．対象用地の用途地域

市民病院跡地は主に第1種中高層住居専用地域であり、一部近隣商業地域です
医師公舎跡地は第1種中高層住居専用地域です

１．病院跡地活用検討について

①藤井寺市民病院
跡地

②医師公舎跡地

出所：藤井寺市都市計画図

 以下の規模の商業店舗等
・3階以上のもの
・延床面積が500㎡を超えるもの
※例：小規模なスーパー

：コンビニエンスストア2店舗分程度

【対象地に建てられない建物（例示）】

 事務所等

 ホテル、旅館

 スポーツ施設（プール、ゴルフ練習場など）

 遊戯施設（ゲームセンター、映画館など）
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１-７．対象用地の洪水ハザード

対象用地は、5.0m～10.0mの浸水想定区域となっています

１．病院跡地活用検討について

市民病院跡地

医師公舎

跡地
道明寺南

小学校

道明寺天満宮

道明寺駅

道明寺会館

道明寺

道明寺南

幼稚園

出所：藤井寺市防災ガイドブック
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１-８．市民病院跡地の現況

市民病院跡地の現況は以下の通りです

１．病院跡地活用検討について

建物名称 主体構造 建築年
階数 延床面積

(㎡)
耐震診断 耐震改修

地上 地下

1期棟 鉄筋コンクリート 1969年 3 0
3,122.22 二次診断実施済み 改修実施済み

2期棟 鉄筋コンクリート 1974年 3 1

3期棟 鉄筋コンクリート 1987年 3 1 1,316.10 不要 不要

4期棟 鉄骨造 2010年 3 0 889.43 不要 不要

●建物（棟）基本情報

●施設基本情報

施設名称 藤井寺市民病院

施設用途 医療施設

土地所有状況 市

構成諸室
内科、外科、整形外科、小児科、消化器内科、
放射線科、リハビリテーション科、看護部、薬局、
検査科、事務局

駐車台数 41台

接道条件
北側道路：幅員6.5m
西側道路：幅員3.0m
南側道路：幅員5.0m

インフラ等
上下水道：可
電気：可
ガス：可

留意事項
解体など建物の形状を変更して使用する場合は、
土壌汚染対策法上の手続きが必要になる場合があ
ります。

4期棟

3期棟1期棟
2期棟
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１-９．医師公舎跡地の現況

医師公舎跡地の現況は以下の通りです

１．病院跡地活用検討について

建物名称 主体構造 建築年
階数 延床面積

(㎡)
耐震診断 耐震改修

地上 地下

医師公舎 鉄筋コンクリート 1976年 2 0 121.31 未実施 未実施

●建物（棟）基本情報

●施設基本情報

施設名称 藤井寺市民病院 医師公舎

施設用途 医療施設

土地所有状況 市

構成諸室 洋間、和室、食事室、浴室など

駐車台数 0台

接道条件
西側道路：幅員3.7m

南側道路：幅員3.2~3.4m

インフラ等
上下水道：可
電気：可
ガス：可
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２．藤井寺市の課題と今後のあり方
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２-１．人口推計

人口減少、少子化・高齢化への対応が必要となっています

２．藤井寺市の課題と今後のあり方

総人口は減少、高齢者人口は増加見込み

出所：令和5年国立社会保障・人口問題研究所推計

本市の総人口は、近年は減少傾向にあり、
2025年から2030年までの間で6万人を
割る見込みです。
高齢者以外の人口（0～14歳、15～
64歳）が減少する一方で、総人口に占
める高齢者の割合は増加し続け、2050
年には、およそ10人のうち4人が65歳以
上となる見込みです。

●本市の年代別将来人口推移

＜あり方＞
・子育て支援などを充実し、若年層の定住促進を図る
・高齢者が安心して藤井寺市に住み続けられるような取組
・高齢者が積極的な社会参画を促すような取組 など
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２-２．公共施設の現況

公共施設の老朽化への対応が必要となっています

２．藤井寺市の課題と今後のあり方

1965年~1980年に整備された公共施設が多い
⇒改修工事や建替えの時期が近い将来に集中

出所：藤井寺市公共施設等総合管理計画

棒グラフ：整備年度ごとの公共施設延床面積（㎡）

【凡例】

実線 ：公共施設の累計延床面積（㎡）

●整備年度ごとの公共施設延床面積

全国的な問題となっている公共施
設の老朽化が本市においても進んで
います。公共施設の多くは、経済成
長や人口増加が著しかった昭和40
～50年代に建てられており、現在、
その多くの施設が老朽化し、大規模
改修工事や建替えが必要な時期に
差し掛かっています。

＜あり方＞
・財政負担の軽減・平準化を図りながら計画的な再整備
・施設の多機能化（集約化・複合化）や統廃合、用途転換による再整備で、施設の維持管理費を削減 など
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●藤井寺市公共施設再編基本計画（平成29年3月策定）
市民ニーズへの対応と財政負担の軽減を図るため、公共施設の機能をできるだけ維持しながらも、将来のまちづ

くりの方向性を踏まえた施設の統廃合、複合化、機能の集約など、効果的な再編を進めることを目的とした計画

【公共施設（建築物）の原則】

・新規整備は原則行わない

・施設の更新は複合施設とする

【数値目標】

・施設保有量を３０年間で１５％縮減

老朽化の進む公共施設に対応するため、市では各種計画を策定しています

２．藤井寺市の課題と今後のあり方

２-２．公共施設の現況

●藤井寺市公共施設等総合管理計画（平成28年3月策定）
公共施設等の課題を先送りして大きな負担を残さず、市民ニーズに適切に対応して、安定した行政サービスを

提供し、市民生活を向上させるため、質・量両面から公共施設マネジメントを推進することを目的とした計画

【取組の柱】

・計画的な保全による施設の長寿命化

・施設の再編による保有量の縮減

【公共施設（建築物）の原則】

・計画的な保全を推進する

・施設の更新は複合施設とする

・新規整備は原則行わない
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藤井寺南幼稚園
（52年）

生涯学習センター
（29年）

道明寺南幼稚園
（51年）

第4保育所
（53年）

（旧）市民病院
（55年）

老人福祉センター
（46年）第5保育所

（49年）

市民総合体育館（48年）
心技館（28年）

道明寺こども園
（7年）

第6保育所
（47年）

第1保育所
（26年）

藤井寺市役所
（29年） 保健センター

訪問看護ステーション
休日急病診療所
（38年）

図書館
（42年）

藤井寺幼稚園
（55年）

市民総合会館 本館(51年）
市民総合会館 別館(40年)

・（ ）内は令和6年3月末時点築年数
・棟数が複数ある施設は最も古い建物の築年数を記載
・小中学校は除く

（旧）医師公舎
（47年）

史跡城山古墳ガイダンス棟
（25年）

土師ノ里駅前駐輪場
（20年）藤井寺駅南駐輪・駐車場

（27年）

第3保育所
（52年）

（参考）藤井寺市の公共施設（市民サービスを提供している施設抜粋）
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（参考）道明寺地区周辺の公共施設（市民サービスを提供している施設抜粋）

道明寺小学校（築60年）

第4保育所（築53年）

（旧）市民病院（築55年）

道明寺南幼稚園（築51年）

道明寺南小学校（築51年）

道明寺東小学校（築57年）

老人福祉センター（松水苑）（築46年）

第５保育所（築49年）

300ｍ

500ｍ

800ｍ

1000ｍ

（旧）医師公舎（築47年）

土師ノ里駅前駐輪場（築20年）

・棟数が複数ある施設は最も古い建物の築年数を記載
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２-３．市の財政状況

財政負担の軽減を図りながら跡地活用検討を進める必要があります

２．藤井寺市の課題と今後のあり方

●実質収支と財政調整基金残高の決算見込み推移（令和4年度決算ベース）

本市の財政状況は、令和4年度
決算ベースでは黒字を維持してお
りますが、今後は財政調整基金
（＝貯金）を毎年度切り崩す見
込みとなっており、今まで以上に
厳しい財政状況になると考えられ
ます。

出所：ふじいでらしの「家計簿」令和4年度決算

＜あり方＞
・積極的な国の施策（補助金や地方債）の活用
・民間が有する優れたノウハウを活用した柔軟なサービスの提供・充実 など
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３．市民・関係団体等のニーズ

21
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３-１．市民・関係団体等による意見まとめ

市民アンケート、まちづくり懇談会、市民ワークショップを通じて市民ニーズを把握しました

３．市民・関係団体等のニーズ

市民アンケート
※資料2

• 跡地活用の留意点：民間活力の利用、市民や団体意見の反映、情報公開、財政支出の軽減、
避難場所の確保

• 跡地の方向性について：暮らしを便利にするような場所、安心して子どもを産み育てることができる場所、
健康の管理や増進を図ることができるような場所、にぎわいが生まれるような場所、
安心して住み続けることができるような場所

まちづくり懇談会
※資料3

• 課題：①身近な病院が無い、②災害時の避難や対応が不安、③賑わいが薄れた
• 求める施設機能：①クリニックモール、②災害対策機能、③地域に人を呼び込む機能

市民ワークショップ
※資料5

• 跡地施設のターゲット
 市外から人を呼び込むよりは市内の子どもから高齢者を対象とした意見が多く挙げられました

• 民間活力の導入
 公共施設だけではなく、市の財政負担軽減やサービス充実のため民間施設の複合を想定する意見が多く挙げ
られました

• 求める施設機能
 多世代交流機能、防災機能、医療機能、高齢者福祉機能、保育機能、図書館機能、公園機能 など

市民アンケート
※資料4

• 今後の公共施設のあり方
 必要な公共施設機能を維持したまま相乗効果を生み出せる機能の集約化や複合化
 民間事業者が担えるサービス・機能については積極的な民間活力の活用

• 財政負担の軽減
 公共施設を一体的に活用するPPP/PFI手法や民間委託、敷地の一部を売却または定期借地

• 求める施設機能
 子育て支援機能、防災・減災機能、医療機能、高齢者福祉機能、オープンスペース機能、教育・学習機能

【調査手法】 【主なご意見】
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４．病院跡地活用の基本的な考え方（案）
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４‐１．基本的な考え方

市の課題や市民ニーズ調査等を踏まえ、市内の幅広い世代の方々の生活の質が向上する跡地活
用を目指します

４．病院跡地活用の基本的な考え方（案）

 基本的な考え方
公共施設の再編や財政状況を踏まえながら、市民の安全・安心を確保し、市内の幅広い世代の方々の
生活の質が向上し、コミュニティが生まれるような機能を集約する

導入機能の方向性
市の課題と市民ニーズを踏まえて望ましい機能を設置する
【医療機能、高齢者福祉機能、保育機能、コミュニティ機能、防災拠点機能、健康増進機能、
収益機能、公園機能 など】
 公共施設機能および民間活力による機能導入の実現可能性を検討する

財政負担軽減の方向性
• PFI、民間委託、売却、定借などにより、民間ノウハウの積極活用と市の財政負担軽減を図る
（民間活力導入）
 公共施設機能の民間による運営や土地の有効活用の可能性も検討する

• 起債や補助金の積極的な活用により市負担の支出を可能な限り抑える

ターゲット
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５．今後の進め方について（意見交換）
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５‐１．意見交換

今後の進め方についてご意見を頂けますと幸いです

５．今後の進め方について（意見交換）

• 事務局の説明に関するご質問

• 市の課題とあり方、市民・関係団体等のニーズを踏まえた
基本的な考え方に関するご意見

• 財政負担軽減に関するご意見
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参考資料（民間活用）
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民間の力を使った事業手法の整理

参考資料

公設公営
（従来方式）

DB+O
PFI

（BTO、BOT、
BOO）

定期借地 売却

資金調達 官 官 民 民 民

設計・建設
官（民間への分離
分割発生）

民 民 民 民

運営管理
官（民間への分割

発生）
民 民 民 民

所
有
権

建
物

建設中 官 官 民 民 民

運営中 官 官
BTO:官

BOT、BOO：民
民 民

運営後 官 官
BTO、BOT：官
BOO：民

民 民

DB：公共が資金調達を負担し、設計・建設、運営を民間に委託する方式
PFI：公共施設やインフラなどの建設、維持管理、運営などに、民間の資金、経営能力、技術、ノウハウを活用して、同一水準のサービスをより安く、または、同一

価格でより上質のサービスを提供する手法
BTO：建設・資金調達を民間が担って、完成後は所有権を公共に移転し、その後は一定期間、運営を同一の民間に委ねる方式：
BOT：民間が施設を建設・維持管理・運営し、契約期間終了後に公共へ所有権を移転する方式
BOO：民間が施設を建設・維持管理・運営。契約期間終了後も民間が施設を所有し続ける、あるいは、施設を解体・撤去して事業を終了させる方式
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事業手法の補足説明

参考資料

選定事業者

運営・

維持管理者

維持

管理

設計者

施工者

維持管理者

①従来方式 ②DB(O)方式
③PFI方式
（BTO）

行政

企画・計画

資金調達

設計

（請負）

建設

（請負）

運営

維持

管理

（請負）

民間

設計

建設

維持

管理

発注

発注

発注

行政

企画・計画

資金調達

設計

（請負）

建設

（請負）

運営

維持

管理

（請負）

民間

設計・施工者

設計

建設

一括発注

発注

要求水準書の

作成が必要

行政

企画・計画

資金調達

運営

民間

設計

建設

発注

PFI法に基づく
手続きが必要

一式発注の
場合もある

運営

維持

管理
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その他のスキーム

参考資料

公共施設（指定管理） 土地建物賃貸借契約

概要 市が選定する法人が「指定管理者」として、管理・運営 敷地の一部または全体を病院を含めて賃貸借契約

イメージ

利点

• 行政の意向を反映した事業の内容で、指定管理者を選定
することが可能

• 指定管理者である民間事業者が保有するノウハウや自由な
発想等が発揮される

• 民間事業者が保有するノウハウや資源、自由な発想等が最
大限発揮される

• 賃料収入を得られる

課題
• 指定管理における利用内容・施設整備の整理、施設改修
の設計業務、工事などが必要となり、施設の利活用開始ま
でに時間を要する

• 民間主導の事業のため、施設の使い方については、行政の
関与の幅が公共施設としての活用と比較して狭い

行政負担
• 民間事業者が運営及び維持管理を行うため、運営における
事務負担は少なくなるが、指定管理料の費用負担がある

• 基本は民間事業者が維持管理を行うため、費用面、事務
負担が共に少なくなるが、市の所有であるため、大規模修繕
等の費用負担が出る場合もある

貸主：藤井寺市

借主（施設運営）：民間事業者

施設利用者

賃料
支払い

土地建物
貸出

収益事業
の運営

利用料
支払い

事業主体：藤井寺市

施設運営：民間事業者

施設利用者

指定管理料
の支払い

施設や
サービスの提供

利用料
支払い
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民間ヒアリング候補事業者を抽出する流れ

参考資料

• デベロッパー、建設事業者
• 運営事業者（市の指定管理者）
• 市の課題解決に寄与する運営事業者

本事業との親和性が
高い事業者を
リストアップ

本事業を推進できる
実績がある事業者
を絞り込み

声掛けに応じていた
だいた事業者

• 子ども子育て機能
• 高齢者福祉機能
• 健康増進機能
• 防災機能 など
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参考資料（他団体事例）
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【背景】

• H29年に市が想定する公共施設機能と親和性のある民間
施設を誘致するべく、サウンディング調査を実施

• H30年に町の財政事情を理由に事業が先送りとなった

• R3年に改めて公共施設機能を見直し

 民間事業者は公共施設機能と連携することを前提に可能
性を検討するため、公共施設機能はぶれないことが重要

【H29見直し前】 【R3見直し前】

基本構想検討時に留意すべき事項

市の財政状況を踏まえた公共施設機能を設定し、それを市のぶれない軸（基本的な考え方）とし
て民間事業者へ運営計画のビジョンをヒアリングすることが重要です

参考資料（他団体事例） 基本構想 設計・建設 運営

●事例：大淀病院跡地活用基本計画

出所：大淀病院跡地活用基本計画
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出所：岩沼市地域交流施設管理運営事業（ハナトピア岩沼利活用）
https://www.city.iwanuma.miyagi.jp/business/nogyo-
shinko/seisaku/shisetsu-dantai/2023-0627-1510-40.html

設計・建設時に留意すべき事項

効果的・効率的に運営しやすい施設とする視点で、設計・施工時に運営事業者に助言・協力しても
らうケースもあります

参考資料（他団体事例） 基本構想 設計・建設 運営

事業プロセス 公募条件の記載

運営管理・設
計・施工はそれ
ぞれ分割発注
（従来方式）

施設準備完了
までの間、指定
管理候補者に
よる助言

【施設概要】

• 花をテーマとする街づくりと地域の活性化を図ることを目的として開設

●事例：宮城県岩沼市/地域交流施設管理運営事業（ハナトピア岩沼）（R5.7公募） ※運営者先行選定＋従来手法
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運営時に留意すべき事項

公共施設機能と民間施設機能が一体化したことによる相乗効果が期待できる運営方法が先進な
事例として増えてきています

参考資料（他団体事例） 基本構想 設計・建設 運営

出所：多世代共生型施設整備事業及び公園整備事業「桑名
福祉ヴィレッジ」 (daiwalease.co.jp)

【施設概要】

• 4つの福祉施設（児童発達支援セン
ター、保育園、母子生活支援施設、
養護老人ホーム）を統合した複合施
設

【運営上の工夫】

• スタッフルームを一体化し、異なる施
設のスタッフ同士が知見を交換

• 養護老人ホームの厨房で調理した食
事を母子生活支援施設に提供

 施設が一体化したメリットをサービス
向上に活かしている

●事例：三重県桑名市／桑名福祉ビレッジ（R4.4オープン）
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参考資料（財政負担軽減）
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社会を取り巻く課題

急速な人口減少と
高齢化の進行

住民にとって安心できる健康で快適な生活環境の創出

財政面・経済面において持続可能な都市経営

多くの自治体では
この両立が大きな課題

都市再生特別措置法を改正し、

『立地適正化計画制度』を推進

● 役割（目的）

財政状況の悪化や施設の老朽化を抱える市町村にお
いて、公的不動産の見直しと連携し、将来のまちのあり
方を見据えた公共施設の再配置や公的不動産を活
用した民間機能等の誘導を促進

求められる都市像

国

● 立地適正化計画とは

持続可能な都市構造への再構築を目指し、人口減
少社会に対応したコンパクトシティを実現するためのマス
タープランであり、市町村が必要に応じて策定する計画
です。持続可能なまちづくりに向け、居住機能や医療・
福祉・商業、公共交通等のさまざまな都市機能を誘
導するものです。

計画に位置付けた誘導施設（医療・福祉・商業・子育て支援の各施設など）の整備には、国の財政
的支援（都市構造再編集中支援事業）等を受けることができます。

参考資料（財政負担軽減）

37

立地適正化計画について
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都市構造再編集中支援事業について
参考資料（財政負担軽減）

38

都市構造再編集中支援事業について
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活用可能な地方債メニュー抜粋（令和6年11月現在）

■公共施設等適正管理推進事業債＜立地適正化事業＞・・・

公共施設等適正管理推進事業債（充当率90％）

元利償還金の30～50％を地方交付税措置 一般財源

立地適正化事業費

■公共施設等適正管理推進事業債＜除却事業＞・・・・・・・・・

公共施設等適正管理推進事業債（充当率90％）

一般財源

除却事業費

※交付税措置なし

■緊急防災・減災対策債・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 元利償還金の70％を地方交付税措置 一般財源

緊急防災・減災事業債（充当率100％）

■公共施設等適正管理推進事業債＜集約化・複合化＞・・・・

公共施設等適正管理推進事業債（充当率90％）

元利償還金の50％を地方交付税措置 一般財源

延床面積の減少を伴う集約化・複合化事業

地方債とは

地方債とは、地方公共団体が財政上必要とする資金を外部から調達す
ることによって負担する債務で、その履行が一会計年度を超えて行われるも
のをいいます。地方債は原則として、公営企業（交通、ガス、水道など）の
経費や建設事業費の財源を調達する場合等、地方財政法第５条各号に
掲げる場合においてのみ発行できることとなっています。

地方交付税とは

地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住む国民に
も一定の行政サービスを提供できるよう財源を保証するため、国から地
方公共団体に交付される資金であり、その使途は制限されていません。
地方交付税には、全国一律の基準により算定された財源不足額に
対して交付される普通交付税と災害等の特別の財政需要に対して
交付される特別交付税があります。

参考資料（財政負担軽減）

39

地方債について


